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足立区の適正化への取り組み報告  

東京都足立区  

1 区民や事業者からの相談・苦情を事業運営に生かす   

1）適正化に取り組む専管組織  

2）相談・苦情を適正化に生かすしくみづくり   

3）専門相談員が介護保険の相談に出向きます  

2 最近の取り組み事例から   

1）東京都－の巨額不正請求事件  

2）日本初の「連座制」適用事件   

3）東京都のバックアップがあってこそ   

＜参考資料＞  

1 足立区基本計画の体系から   

2 足立区の福祉施策概要   

3 高齢者施策担当組織について   

4 足立区介護保険事業の全体状況について   

5 「第三期事業者指導計画」  
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平成18年度の組織及び分掌事務  

福 祉 部  

38名  

ナβ＿名  

1．介護保険特別会計に関すること  
2．介護保険制度の周知・普及に関すること  

6名 3・介護保険・障害福祉専門部会に関すること  
4．介護保険審査会との調整に関すること  
5．課内他の係に属しないこと  

介護保険課  

介護保険係  

1．被保険者の資格に関すること  
2．保険料の賦課及び減免に関すること  

4名  3．住所地特例の管理に関すること  
4．適用除外者の管理に関すること  

資格賦課係  

1．保険料の収納に関すること  
2．保険料の口座振替に関すること  
3．保険料の督促及び催告に関すること  
4．保険料の徴収及び納付指導に関すること  
5．保険料の過誤納金の還付・充当に関すること  
6．保険料納付証明に関すること  
7．保険料の滞納整理に関すること  

収納管理係  
6名  

1．要介護認定に関するこ  
2．認定審査会の運営に関  

3．受給資格証明書に関す  
4．介護保険審査会に関す   

と
 
 
 

こ
と
と
 
 
 

る
こ
こ
 
 

と
す
る
る
 
 

介護認定係  11名  

ナ4．名  

1．受給者情報管理に関すること  
2．給付実績管理に関すること  
3．高額介護サービス費に関すること  
4．償還払・一部負担金に関すること  
5．介護サービス事業者への連絡・調整に関すること  

8名 ：  
保険給付係  

1．介護サービスの適正化に関すること  
2．介護サービス事業者への指導・助言に関すること  

3．相談・苦情に関すること  
1  

ナ4名  
事業者指導担当  

1．介護保険システムの開発・調整に関すること  
2名  2・介護保険システム運用及び維持管理に関すること  介護保険システム担  
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介護サービス提供事業者に対する苦情等の対応方法  
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不在連絡票   

本日は、足立区介護保険課から、介護サービスにつ  

いてのご感想およびご意見をうかがいにまいりました  

が、ご不在でした。   

つきましては、下記までご連絡をくださいますよう  

お願いいたします。  

平成   年   月   日  

時   分  

連絡先  足立区役所 介護保険課 事業者指導担当  

担当  

電話  
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訪問調査報告  
課長  介護保険 事業者指導 調査  

係長  担当係  担当者  

平成18年  月  日（ ）  ～   

氏名  年齢  被保険者番号  

歳  

利用者  住所足立区  要介護度  

要支援1・2  
電話  要介護1・2・3・4・5   

事業所 （ ）  

ケアマネージャー（ ）  

サービス内容    ケアプラン配布有・無  

ケアマネ訪問 有・無（月に回）   

利用者の  

要望等  

居宅支援  有・無   

調査結果  
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報告書   
介護保険  事業者  

課長   係長  指導担当  

平成18年月日（）  

年月日   平成18年  月  日（）   

事 業 者  

聞き取り  

苦情申立書  

内  容  

今  後  
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参考資料  

1 足立区基本計画の体系から  

2 足立区の福祉施策概要  

3 高齢者施策担当組織について  

4 足立区介護保険事業の全体状況について  

5 「第三期事業者指導計画」  
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新 基 本 計 画 の 体 系  

●新基本構想に示された足立区の3つの将来像   

○魅力と個性のある美しい生活都市   

○自立し支えあい安心して暮らせる安全都市   

○人間力と文化力を育み活力あふれる文化都市   

福祉部の施策が属する基本計画の体系  

便利で快適な都市  
交通体系をつくる  

鉄道・新交通の利便性を高める  魅力と個性のある美しい   

生活都市  

共助による福祉サービスのしくみを  
つくる  

の高い地域福祉   

サービスが受けら   

れるしくみをつく   

る   

一子育てが安心して   

できる社会をつく   

る  

自立し支えあい安心して   

暮らせる安全都市  

で活躍する団体・人材を育  

成する  

福祉サービスの質を高める  
しく子育てができるしくみをつく  

育てと仕事が両立できるしくみを  
つくる  

巳童虐待などの養育困難をなくす  

＿＿」ひとり親家庭の自立を支援する  

高齢者が介護を受けられる施設を増  高齢者が安心して  

暮らし続けられる  

社会をつくる  介護保険制度を通じて高齢者の要介  
護度に応じたサービスを提供する  

高齢者の在宅生活を支援する  

元気高齢者の交流・連携の場を増や  

齢者の健康を保持・増進する  

障害者の生活機能に適合した施設を  
増やす  

毒害者が安心して  

暮らし続けられる  
社会をつくる  サービスを利用するための相  

談・支援を行う  

障害者の日常生活の自立と社会参加  
を進める  

葦害者を取り巻く就労環境を改善し  
生きがいをもって働く障害者を増や  
す  

∴  
性や家庭間題の相談・支援を行う  生活に困った人の  

自立を支援する  
」－一一－一最低限度の生活を保障し、経済的困  
窮から脱却できるよう支援を行う   

戦略的な区政運営を行う－効率的な区政運営を行う  
健全な財政運営を行う －公有財産を有効活用する  

自己進化する協働型   

自治体  
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足立区の福祉施策  

Ⅰ足立区の人口構造等の特徴  

足立区は、53．20km2の面積を有し、平成18年1月1日現在の住民基本   
台帳に基づく人口は624，365名．、世帯数は282，274世帯です。昨年同期比   
では、人口は64人の減少、世帯数は2，434世帯の増加となっています。  
また、人口動態では、平成17年にはいり自然動態（出生・死亡）が減   
少をはじめ、社会動態（転入・転出）は増加しています。足立区でも転入増   
を除くと人口減少傾向が始まっています。  

その中で、世帯数は増加を続け、一世帯あたりの世帯員数はこの10年   
間で0．22人減少しており、このことは、少子化の進行や、ひとり暮らし・   
高齢者のみ世帯が増加していることを示しているといえます。  

《表1》近年の人口・世帯数・一世帯あたりの人員（住記）   各年の1月1日数値  

年 度   人口   世帯数   一世帯当りの人員   

9年   620，557   255，071   2，43   

10年   619，732   258，127   2．40   

11年   619，002   261，144   2．37   

12年   618，644   263，535   2．35   

13年   619，364   266，874   2．32   

14年   620，015   270，437   2．29   

15年   621，585   274，158   2．27   

16年   622，478   276，595   2．25   

17年   624，429   279，840   2．23   

18年   624，365   282，274   2．21   
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《ゲラフ1》近年の人口・世帯数■一世帯あたりの人員の推移  
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外国人登録者を含む総人口は、平成18年1月1日現在645．770名であり、  

年齢別柄成では就学前児童数が33．156名（5．1％）、就学年齢児童生徒数  

50，729名（7．9％）、生産年齢人口438，銅8名（67．9％）、65歳以上75歳未  

満の前期高齢者人口78．063名（12．1％）、75歳以上の後期高齢者人口45．424  

名（7．0％）となっています。65歳以上の総高齢者数は123．487人、高齢化率  

は19．1％で高齢化が急速に進んでいます。  

平成18年1月1日現在  《クうフ2》年齢別人口構成   

‾‾川‾ 

‾－「  

回  後期高齢者  就学前児童数田就学児童数□生産年齢人口 口前期高齢者  
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Ⅴ 足立区の福祉予算  

1平成18年鹿足立区目的別歳出予算（一般会計当初予算）  

ロその他（特別会計  会費（区鑓会の  
国公債費（国や銀行  総務費（庁舎の触  

持管理、災害対策   
などの経費）   

217．3億円  
10．1％  

の財政不足の補て  
んなどの経費）   

230．9段円  
10．8‡  

運営の径費）   

9．4億円  
0．購  

などから借りたお  

金を返済する経  
費）   

189．I億円  
8．8‡  

口数育費（小・中学  
匂民生費（高齢者・   

障審者・児童の福   
祉や、生活保頒に  
要する経費）  

832．6億円  
a8．㍑  

校、図沓飽などの  

経費）   

240．8値円  
Il．2％  

一般会計  

歳出予算額  

未費（道路、公  
産業経済儀（産業  
支也、雇用対策な   
どの経費）  

24．4億円  
】．ば  

園、都市盤備など  
の経費）   

233．6億円  
川．9％  

環境権生費（保健  
衛生、消掃などの  

経費）   

165．9位円  
＿＿ユ＿ヱ茎  

］  

2介詮保険特別会計予算（平成18年度） 約297億円  

3 老人保健医療特別会計予算（平成18年度） 約442億円  

平成18年度民生費当初予算内訳  
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平成18年度足立区福祉部行政組織機構図  

平成18年4月1日現在   

福祉管理課  

l   管理係、調整担当係長（2）、債権係、民生係［ホ◆ランテげセンター（2）］  

高齢サービス譲   

一     高齢調整儲、介護予防俵、介捷予防担当係長、施設支援慄、在宅支援係、高齢医療俵  

［軽費老人ホーム、地域包括支援センター、在宅サービスセンター、授産場、高齢者作業所］  

介護保険課  

l   介護保険係、資格賦課係、収納管理係、介護認定係、保険給付係、  
介護保険システム担当係長、事業者指導担当係長  

福祉部参事（障害福祉担当）  

障害福祉課  

l   障害福祉計画係、障害施設調整担当係長、障害施策推進担当係長、障害審査係、  

障害給付係  

［心身障害者作業訓練施設、心身障害者通所訓練施設、心身障害者貸出施設、  

知的障害者更生援護施設、身体障害者福祉ホーム、身体障害者通所授産施設］  

障害福祉センター   

t    庶務係、自立生活支援係、地域移行支援担当係長、社会リハビリテーシ］ン係、  
就労促進訓練係、生活体験係、重度療育担当係長、幼児発達支援係  

自立支援課  

l   自立推進係、事業調整係  
中部福祉事務所  

l   庶務係、総合相談係、保護第一係、保護第二係、保護第三係、保護第四係、  

保護第五係、保護第六係、保護第七係、保護第八係、援護担当係長（5）  

副参事（中部中地区担当）  

副参事（中部東地区担当）  

千住福祉事務所  

l   庶務係、総合相談係、保護第一係、保護第二係、保護第三係、援護担当係長  

東部福祉事務所  

l   庶務係、総合相談係、保護第一係、保護第二係、保護第三係、援護担当係長  

西部福祉事務所  

l    庶務係、総合相談係、保護第一係、保護第二係、保護第三係、保護第四係、  

援護担当係長（2）  

北部福祉事務所  

l   庶務係、総合相談係、保護第一係、保護第二係、保護第三係、保護第四係、  

保護第五係、援護担当係長（2）  

子育て支援担当部長  
子て支援課 

子育て推進係凍世代育成担当係長、児童給付係、家庭支援係［母子生活支援施謝  
保課  

保育管理係、入園事務係、保育計画係、保育施設係、保育指導担当係長（4）、保育振興係  

保育園（57）、副園長（19）  

こども家庭支援センター   

t    事業係、相談係、要保護児童対策担当係長  

社会福祉法人社会福祉協議会（事務局抜粋）  

総務部  
l  総務課、認定調査課  

事業部  

l＋福祉事業課、総合ボランティアセンター、保護雇用担当課、あいあいサービス課  

在宅支援部  

l＋地域支援課（基幹地域包括支援センター）、  
関原地域支援課（地域包括支援センター関原）、権利擁護センターあだち、  
介護支援課、訪問介護課  

常務理事一  事務局長  
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介護保険   

介護保険は、区内に住所を有する40歳以上の人が加入者（被保険者）となり、保険料を納め、  
介護が必要になった時に介護サービスを利用できる制度である。   

（1）被保険者  

介護保険の被保険者は、年齢によって第1号被保険者と第2号被保険者に分かれ、介護サービ  

スを利用できる条件や保険料の決め方・納付方法が異なっている。第1号被保険者は65歳以上  

の人で第2号被保険者は40歳以上65歳未満の医療保険加入者である。  

第1号被保険者数  （人）  

内訳／年度   13   14   15   16   17   

65歳以上75歳未満   69，005   72，229   73，779   75，941   78，670   

75歳以上   37，447   39，572   41，960   44，035   46，606   

（再掲）住所地特例者   265   241   238   228   242   

（再掲）外国人   1，074   1，109   1，136   1，185   1，230   
計   106，452   111，801   115，了39   119，9了6   125，2了6   

※「住所地特例」とは、施設入所者が施設所在地に住民登録を異動しても、異動前の区市町村が保険者  

となる仕組みである。  

（2）保険料の貝武課・収納状況   

第1号被保険者の保険料は事業運営期間（3年度）ごとの基準額に基づき、所得段階に応じて決められる。  

徴収方法には、特別徴収（年金天引）と普通徴収（個別の徴収）がある。保険料の滞納を防ぐために、休日  

納付相談、自動電話催告、口座振替納付の促進、徴収嘱託員による訪問徴収などを実施している。   

ア 第1号披保険者保険料調定饅（介護保険課資格賦課係）  

総  数  特 別 徴 収  普 通徴 収  

被保険者数（人）  調定額（千円）  被保険者数  調定額（千円）  被保険者数  調達額（千円）   

13   106，452   2，963，793   77，649  2，194，699   28，803   769，094   

1414 111，801   4，100，667   81，761  3，008，873   30，040  1，091，794   

15   115，739   4，278，060   85，912  3，213，580   29，827  1，064，480   

16   119，976   4，398，959   89，209  3，335，397   30，767  1，063，562   

17   125，276   4，561，725   89，637  3，437，759   35，639  1，123，966   

※被保険者数は3月末現在。調定額は5月末現在。  

イ 第1号被保険者保険料収納額（介護保険課収納管理係）  

現 年 分  滞 納 繰 越 分  

調定額（円）   収納額（円）  収納率（％）  調定額（円）  収納額（円）  収納率（％）   

1313 2，963，793，940  2，891，160，376   97．55  24，929，710  9，424，350   37．80   

14   4，100，667，780  3，979，578，557   97．05  97，600，834  24，883，704   25．50   

15   4，278，060，650  4，147，500，000   96．95  187，017，743  36，867，359   19．71   

16   4，398，959，530  4，264，990，096   96．95  239，202，894  49，277，344   20．60   

17   4，561，725，200  4，424，442，856   96．99  260，770，314  49，886，116   19．13   

※調定額・収納額は5月末現在。  
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（3）要介護■要支援認定（介護保険課認定係）   

ア 認定申請   

介護保険の給付を受けるためには、申請を行い要支援・要介護認定を受けることが必要である。  

高齢化と介護保険制度の定着により申請は年々増加していたが、17年度は、制度改正により認定  

期間が24か月まで延長可能となり、申請件数が減少した。  

申請後は訪問調査を実施し、調査結果と主治医意見書にもとづき認定審査が行われる。  

要介護・要支援認定申請件数の推移  （件）  

申請／年度   13   14   15   16   17   

新規申請   5，422   6，180   6，221   6，002   5，845   

更新申請   12，801   15，029   17，369   19，860   12，735   

そ の 他   932   1，288   1，581   1，734   1，965   

計   19，155   22，497   25，171   27，596   20，545   
※各年度とも3月31日現在  認定申請は、新規、更新の他に区分変更、転入等がある。  

イ 認定審査会開催状況   

認定審査は、医療・保健・福祉の学識経験者5人程度で構成される合議体で審査・判定が行われる。  

任期2年で委嘱された審査委員で35合議体を構成し、17年度は642回の審査会を開催した。  

認定審査会（合議体）実績  

年度   開催数  判定件数  平均件数   

13   646   18，446   29   

14   666   21，318   32   

15   742   23，954   32   

’16   778   26，768   34   

17   642   19，905   31   

ウ 認定者   

認定審査会で、必要な介護の度合いに応じて要介護度が決定される。  

要介護度は、従来「要支援」と「要介護1から5」までの6段階に区分されていたが、制度改正により  

「要支援1・2」と「要介護1から5」までの7段階の区分になった。  

要介護・要支援認定者数の推移  （人）  

介護度別／年度   13   14   15   16   17   

要 支●援   1，155   1，637   2，143   2，665   2，795   

要支援1  124   

要支援 2  130   

要介護1   3，841   4，719   5，699   6，143   6，640   

要介護 2   2，831   3，281   3，099   3，280   3，533   

要介護 3   2，087   2，401   2，654   2，876   2，989   

要介護 4   1，779   2，024   2，415   2，479   2，574   

要介護 5   1，616   1，914   2，354   2，538   2，483   

合  計   13，309   15，976   18，364   19，981   21，268   

度
 
 

l
重
 
 
※要支援1・2については、平成18年3月から認定を開始  

※各年度とも3月31日現在  
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（4）保険給付状況  

ア 介護サービス受給者数の推移  

受給者数／年度   13   14   15   16   17   

居  宅   8，127   9，933   11，488   12，642   13，503   
施  設   2，100   2，309   2，393   2，492   2，585   

計   10，227   12，242   13，881   15，134   16，088  

※在宅受給者数は、償還払（福祉用具購入、住宅改修）のみの受給者は含まない。   

イ 介護サービス別保険給付費  

サービス名／年度  13   14   15   16   17  

訪問介護   3，478，350  4，300，093  5，072，475  5，514，179  5，695，084  

訪問入浴   391，719   427，855   456，014   489，563   484，626  

問看護   646，053   654，418   641，980   671，698   659，896  

訪問リハビリ   28，495   26，308   22，661   17，703   16，539  

【通所介護   1，177，503  1，520，960  1，995，267  2，434，577  2，788，509  

通所リハビリ   988，117  1，094，509  1，212，480  1，267，607  1，259，784  

福祉用具貸与   416，940   575，853   720，637   890，673   985，963  

短期入所生活介護   239，197   341，411   374，910   455，033   505，344  

短期入所療養施設  157，709   249，852   277，423   239，739  

短期入所療養介護   150，185   26，527   40，018   50，111   54，180  

臣居宅療養管理指導   249，074   313，869   370，122   410，800   400，285  

認知症対応型共同生活介護   81，194   215，729   447，482   775，481  1，149，511  

特定施設入所者生活介護   418，936   641，224   926，687  1，115，767  1，236，775  

居宅介護支援   673，914   796，224  1，094，310  1，243，742  1，295，757  

計   8，939，677  11，092，689  13，624，895  15，614，357  16．771，992  

特別養護老人ホーム   3，711，392  4，066，481  3，867，443  3，948，118  3，973，195  

老人保健施設   1，885，764  1，956，405  2，105，327  2，206，563  2，551，680  

療養型医療施設   748，229  1，075，168  1，436，427  1，606，497  1，607，395  

食事費用   1，083，123  1，213，306  1，292，620  1，349，163   825，863  

計   7．428，508  8，311，360  8．701，817  9，110，341  8，958，133  

福祉用具購入   43，055   48，235   57，104  67，328   70，949  

庭宅改修   121，689   157，328   156，202   172，153   152，623  

短期入所   23，087  

計   187．831   205，563   213，306   239，481   223，572   

高額介護サービス費（公費）  39，795   51，862   74，357   92，686   115，135   

高額介護サービス費（区支払分）  82，754   107，762   132，314   161，607   187，591   

特定入所者介護サービス費  309，688   

審査支払手数料  36，820   43，665   50，828   46，406   49，722   

そ の 他  0   1，380   381   331   52   
過誤請求等の返還金  

0   －4，235   －193   －72   －10，935   

国保連高額介護サービス費返還金  0   －9，493   0   0   0   

第三者行為による賠償金  0   0   －1，453   0   0   

総  計  16，715，385  19，800，553  22，796，252  25，265，137  26，604．950   

※「その他」とは、特例居宅介護サービス費及び施設食事費用に係る差額支給である。  

※特定入所者介護サービス費は、平成17年10月からの給付である。  
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第三期介護保険事業者指導計画  

1 事業者指導を取り巻く最近の状況   

（1）17年10月及び18年4月の制度改正  

① 地域密着型介護サービス事業創設による保険者による事業者指導権限の強化  

② 東京都による介護サービス情報の公表制度導入   

（2）公益通報者保護制度の整備   

（3）大規模不正事件の摘発  

2 事業者指導の基本的視点   

（1）重点項目  

①地域密毒型介護サービスにおける事業者情報整備と実態把握  

②苦情・相談に係る受付窓口の整備・職員体制の弓引ヒおよび対応マニュアル等整備   

（2）三カ年での指導サイクルの確立   

（3）年度ごとの実施計画策定  

3 第≡期事業者指導実施計画   

（1）基本姿勢   

任）指導を通して介護保険サービスの向上を目指す   

② 認定調査や給付事業における事業者情報を一元化するとともに、それぞれの事業と連携した総  

合的な課内体制を整備する。   

Q）職員が地域に出向き利用者及び事業者の実態をきめこまかに把握する手法を中心に、事業者指  

導をすすめてい＜。  

（2）組織計画  

18年度前半   18年度後半   19年度予定   20年度予定  

2   2   

職員   3   4   7   7  

4   5   10   10   

年 度  

係 長  

職 員  

専門非常勤  
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（3）指導計画  

第三期  

年 度   18年度   19年度   20年度   

制度改正の内容の周知徹  介護サービスの質の向上  介護サービスの質の向上  
目  的  

底を目指す   を目指す   を目指す   

①事業者情報の一元化   ①事業者情報一元管理   （D事業者情報一元管理  

②地域密毒型介護サーピ  ②地域密着型介護サービ  ②地土或密着型介護サーピ  

内  容  
ス事業者の実態把握   ス事業者指導   ス事業者指導  

③事業者一斉指導（Ⅰ）   ③事業者一斉指導（Ⅱ）   ③事業者一斉指導（Ⅲ）  

（3年に1回実地指導）   （3年に1回実地指導）   （3年に1回実地指導）  

④苦情・相談体制の構築  ④苦情・相談体制確立   ④苦情・相談機能の充実   

実地指導対象事業  者  

居宅介護支援  

訪問介護  

適所介護  

訪問入浴  

訪問介護  

適所リハビリ  

実地指導対象地域  己密毒型サービス  

ク●ルーフ○ホーム  

適所介護  

夜間対応型訪問介護  

小規模多機能  

要指導事業所  
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